


①利用申請 ④モニタリング計画策定支援
合意形成② 支払申請

支払決定③

経営改善支援センター事業において「費用負担することが適切」と判断した場合は、
その旨を代表認定支援機関に通知

連名で「経営改善支援センター事業利用申請書」を経営改善支援センターに提出

中小企業・小規模事業者

利用申請から支払までの流れ利用申請から支払までの流れ

主要取引先金融機関

認定支援機関

認定支援機関

財団

経営改善支援センター

①利用申請

②計画策定支援・合意形成

③支払申請・支払決定

④モニタリング

税理士  ・コンサル
弁護士 等

認定支援機関
（主要金融機関・外部専門家等）

中小企業・小規模事業者

経営改善支援センター

認定支援機関
（主要金融機関・外部専門家等）

中小企業・小規模事業者

経営改善支援センター

認定支援機関
（主要金融機関・外部専門家等）

中小企業・小規模事業者

経営改善支援センター

認定支援機関
（主要金融機関・外部専門家等）

内容を確認のうえ、支払申請の結果を代表認定支援機関に通知し経営改善計画策定支
援に係る費用（モニタリング費用等含む）の３分の２（上限200万円）を支払う

計画について金融機関との合意成立後、連名で「経営改善支援センター事業費用支払
申請書」を経営改善支援センターに提出

経営改善計画に基づき、モニタリングを実施して経営改善支援センターに報告すると
ともに、「モニタリング費用支払申請書」を提出

内容を確認のうえ、 支払申請の結果を代表認定支援機関に通知しモニタリング費用（経
営改善計画策定費用等含む） の３分の２ （上限200万円） を支払う

中小企業・小規模事業者の経営改善計画策定・合意形成に向けた支援を実施


